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表紙

上記の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主

様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）には記載しておりません。

第99期定時株主総会

その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

　　　　　　事業報告

　　　　　　　　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　　　　　　連結計算書類

　　　　　　　　連　結　注　記　表

　　　　　　計算書類

　　　　　　　　貸　借　対　照　表

　　　　　　　　損　益　計　算　書

　　　　　　　　株主資本等変動計算書

　　　　　　　　個　別　注　記　表

　　　　　　監査報告書

　　　　　　　　計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、取締役会において業務の適正を確保するための体制につき、次のとおり決議しております。

(1) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア. 当社は、コンプライアンス委員会を設置し、企業行動指針及び役職員行動規範等を周知徹底することによ

り、コンプライアンス体制の維持・向上を図る。

イ. 当社は、内部通報規程を定め、当社の取締役及び従業員が法令、定款、社内規程等に違反する疑いのある行

為について、社内及び社外の相談窓口に通報または相談を直接行うことができる体制とする。

ウ. 社長直轄の内部監査室が、業務執行及びコンプライアンスの活動状況に関して監査を実施し、その結果につ

いて、社長及び監査役に報告する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る文書その他の情報を適切に保存、管理する。また、

取締役及び監査役は常時これらの文書その他の情報を閲覧することができる。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア. 当社は、リスク管理委員会を設置するとともに、リスク管理規程に従い、リスクを適切に管理する。

イ. リスク管理委員会は、リスク管理の状況を取締役によって構成される内部統制委員会へ報告する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア. 当社は、取締役会を原則月２回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

イ. 当社は、執行役員制度を導入し、執行役員には取締役会が決議した業務執行権限を与えることにより、環境

変化に応じた業務執行の迅速化を図る。また、執行役員には必要に応じて取締役会に対して業務執行状況を

報告させる。

ウ. 当社は、取締役会規程及び執行役員規程を定め、取締役ならびに執行役員の役割と権限を明確にすることに

より取締役の職務執行の効率化を図る。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア. 当社は、関係会社管理規程に基づく子会社から当社への決裁・報告制度により、子会社経営の管理を行う。

また、当社から子会社に取締役又は監査役を適宜派遣することにより、業務執行を監督する。

イ. 当社は、当社及び子会社からなる当社グループに適用するリスク管理規程等に基づき、リスク管理を行う。

但し、子会社のリスク管理は、他の株主との関係及び海外においては当該国の法令、慣習の違いを考慮し、

段階的な導入を進める等、適切な方法により体制整備に努める。

ウ. 当社は、子会社の事業計画及び予算を管理するため子会社の代表者が出席するグループ予算会議を開催す

る。また、当社は、子会社の業績及び財務状況等を把握し、適切な助言を行うことにより、子会社の業務の

効率性向上を図る。

エ. 当社は、子会社の規模、業容及び当社グループにおける重要性等を踏まえ、企業行動指針及び役職員行動規

範等を、子会社に周知することにより、当社グループのコンプライアンス体制の構築を図る。

オ. 当社の監査役は、子会社の監査を行うとともに、子会社の監査役と意見交換等を行い、連携を図る。

カ. 当社の内部監査室は、当社グループにおけるリスク管理体制及びコンプライアンス体制の整備・運用状況を

監査し、その結果について、当社代表取締役及び監査役に報告する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役から求めがあった場合は、取締役と監査役との協議により、監査役の職務を補助する使用人として適

切な人材を置く。

⑦ 前項の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

ア. 取締役が、監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動、懲戒処分等の人事権を行使する場合は、監査役の

同意を得なければならない。

イ. 監査役の職務を補助すべき使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役の職務の補助を優先して従

事させる。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑧ 当社及びその子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制

ア. 監査役は、当社の取締役会及び重要な会議に出席し、経営上の重要情報を把握する。更に、監査役は、重要

な稟議書その他経営に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその報告を求めること

ができる。

イ. 当社グループに適用する内部通報規程等に基づき、監査役は、法令違反等に関する報告を子会社の取締役又

は使用人、もしくは内部通報規程等に定められた担当者から受ける。

ウ. 当社は、当社監査役に法令違反等に関する報告を行った当社グループの者が、その報告を行ったことを理由

として不利な取扱いを行わない。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び監査役の職務の執行について生ずる費

用等の処理に係る方針

ア. 監査役は、職務の遂行にあたり弁護士、公認会計士等の外部専門家を必要に応じて活用することができる。

また、当社は、監査役の職務の遂行に必要でないと認められる場合を除き、その費用を負担する。

イ. 監査役は、代表取締役と定期的に意見交換会を開催する。また、監査役は、会計監査人から定期的に報告を

受け、その際に必要な意見交換を行う。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

① 業務の適正を確保するための取り組み

当社は、取締役会において決議した会社法第362条第４項第６号に定める会社の業務の適正を確保するための

体制に関する評価を実施した結果、適切に運用されていることを確認いたしました。

② コンプライアンスに関する取り組み

当社は、コンプライアンス運用規程に基づきコンプライアンス委員会を４回開催し、当社グループ各社の使

用人を対象とするハラスメント防止、不正行為の防止、職場の安全衛生等をテーマとしたディスカッショ

ン、営業秘密に関する社内研修及びコンプライアンス意識調査等の実施により、法令遵守の周知徹底に取組

みました。

また、当社は、コンプライアンス体制の充実を図るため、法令違反等に関する相談制度を運用しておりま

す。

③ リスク管理に関する取り組み

当社は、リスク管理規程に基づきリスク管理委員会を４回開催し、当社グループの事業運営に影響を及ぼす

リスクを選定し、そのリスクの評価を行い、対応策を制定いたしました。

また、事業継続計画（BCP）の検討、環境及び情報セキュリティに関するリスクへの対応策の制定等を実施い

たしました。

④ 業務執行の適正性や効率性の向上に関する取り組み

当社は、社外取締役及び社外監査役が出席する取締役会において重要事項の審議・決議を行いました。

さらに、当社は、執行役員制度を活用し、効率的に業務執行いたしました。

⑤ グループ管理に関する取り組み

当社は、関係会社管理規程に基づき、国内外の子会社から当社への決裁・報告制度を運用することにより、

グループ会社の経営管理を行いました。
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連結注記表

連 結 注 記 表

[連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等]

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な子会社の名称

① 連結子会社の数 30社

② 主要な連結子会社の名称 パーカーアサヒ株式会社

パーカー工業株式会社

パーカーケミテック株式会社

株式会社パーカーアコウスティック

パーカー川上株式会社

株式会社東海化学工業所

SHANGHAI PARKER M&E PARTS CO.,LTD.

PARKER ADVANCED CHEMICAL (SHANGHAI) CO., LTD.

PARKER M&E PARTS (FOSHAN) CO.,LTD.

天津コンフォート自動車部品製造有限公司

PARKER INTERNATIONAL (TAIWAN) CORPORATION

PARKER INTERNATIONAL CORP. (THAILAND) LTD.

PARKER INTERNATIONAL CZECH s.r.o.

PARKER AMERICAS INC.

PARKER CORPORATION MEXICANA, S.A. de C.V.

PARKER AMERICAS de MEXICO S. de R.L. de C.V.

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数及び会社の名称

① 持分法を適用した関連会社数 ４社

② 会社等の名称 株式会社雄元

ニッキトライシステム株式会社

GUANGZHOU PARKER AUTO PARTS CO.,LTD.

ZHEJIANG PARKER THERMO TECHNOLOGY CO.,LTD.

(2) 持分法を適用していない関連会社の名称等

（関連会社）　　……KEY CHEMICALS CO.,LTD

　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

(3) 持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項

　持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用しておりま

す。

3. 連結子会社の決算日に関する事項

　連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は在外連結子会社20社であり、決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。
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連結注記表

4. 重要な会計方針等

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券・・・・・・・・・・移動平均法による償却原価法（定額法）

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等・・・・・・・・移動平均法による原価法

② デリバティブ・・・・・・・・・・・・・時価法

③ 棚卸資産・・・・・・・・・・・・・・・主として移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）…定率法（ただし、在外子会社は主として定額法）

ただし、当社及び国内の連結子会社の1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物…10～50年　　機械装置…５～15年

② 無形固定資産

（リース資産を除く）…定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

③ リース資産

（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金……………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金……………従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金…役員退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。

　当社及び一部の連結子会社は確定拠出年金制度を採用しており、要拠出額を退職給付費用として処理しております。

　また、当社及び一部の連結子会社は複数事業主制度としての総合型企業年金基金に加入しており、確定拠出制度と同様

に会計処理しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間にわたり均等償却しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

①商品及び製品の販売に係る収益認識

　当社及び連結子会社の商品及び製品の販売は、商品及び製品の引渡時点において顧客が当該商品及び製品に対する支

配を獲得して履行義務が充足されると判断していることから、商品及び製品の引渡時点で収益を認識しております。た

だし、国内販売については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品

及び製品の出荷時から引渡時までの期間が通常の期間である場合には、顧客に商品及び製品を出荷した時点で収益を認

識しております。

　なお、商品及び製品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受

取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。
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連結注記表

②設備の販売に係る収益認識

　当社及び連結子会社の設備の販売は、主に検収基準であり、個別に受注される製造設備の設計・製造は契約条件等に

従い、顧客が検収を完了した時点において当該製品に対する支配を獲得して履行義務が充足されると判断していること

から、製品である製造設備が顧客の製造拠点に搬入され、据付作業や試運転等、検収に必要な手続が完了した時点で収

益を認識しております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

重要なヘッジ会計の方法

(ア)ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には特例処理

を、為替予約等については、振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採

用しております。

(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象……（ヘッジ手段）

為替予約取引及び通貨オプション

金利スワップ取引

（ヘッジ対象）

外貨建金銭債権債務

外貨建予定取引

金融機関からの借入金

(ウ)ヘッジ方針……………………当社グループの為替予約取引及び通貨オプションは、外貨建金銭債権債務及び外貨

建予定取引のうち、重要なものに対してのみ行うこととしております。また、金利

スワップ取引については借入金の金利変動リスクを回避する目的で行っておりま

す。

(エ)ヘッジ有効性評価の方法……為替予約取引及び通貨オプションについては、ヘッジ手段とヘッジ対象が対応して

いることを確認することにより有効性を評価しております。

また、金利スワップについては、すべて特例処理の要件を満たすものであり、金融

商品に関する会計基準に基づき有効性の評価を省略しております。

[会計上の見積りに関する注記]

固定資産の減損

1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　有形固定資産　16,170百万円

　無形固定資産     422百万円

　減損損失          －百万円

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1)算出方法

　当社グループは、経営管理上の区分等を考慮して資産のグルーピングを行っており、当社及び当社を主たる得意先として

いる国内の連結子会社についてはセグメントごとにグルーピングし、それ以外の連結子会社については会社単位を基本とし

てグルーピングを行っております。また、遊休資産については個別物件ごとにグルーピングを行っております。

　減損損失の認識の判定は、資産グループの来年度計画及び将来の事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額

と帳簿価額を比較することによって行っております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回

り、減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い方の金額）

まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識します。

(2)主要な仮定

　当該資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会によって承認された事業計画を基礎として

おります。当該計画の売上予測にあたっては、当連結会計年度末の受注残高、翌期以降の受注見込み及び過去の受注実績の

動向等を加味して策定しており、翌期以降の受注見込みを主要な仮定としております。
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連結注記表

　受取手形裏書譲渡高 84百万円

　有形固定資産の減価償却累計額 24,541百万円

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

摘　要

発 行 済 株 式 普 通 株 式 26,801,452 ― ― 26,801,452

自 己 株 式 普 通 株 式 1,778,841 32 5,850 1,773,023

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2 0 2 5年６月2 5日
定 時 株 主 総 会

普通株式 312 12.5 2025年３月31日 2025年６月26日

2 0 2 5年 1 1月４日
取 締 役 会

普通株式 412 16.5 2025年９月30日 2025年12月10日

計 725

① 配当金の総額 913百万円

② １株当たり配当金 36.50円

③ 基準日 2026年３月31日

④ 効力発生日 2026年６月26日

(3)翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　当該見積りは、連結計算書類作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、見積りに用いた仮定の不確実性は

高く、今後の経済情勢等の変化によって、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の連結

計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

[連結貸借対照表の注記]

[連結株主資本等変動計算書の注記]

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：株)

　普通株式の自己株式の増加数32株は、単元未満株式の買取りによる増加によるものであります。

　普通株式の自己株式の減少数5,850株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであります。

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2026年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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連結注記表

連結貸借対照表
計上額（*）

時価（*） 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券

満 期 保 有 目 的 債 券 1,196 1,181 (14)

そ の 他 有 価 証 券 4,441 4,441 ―

(2) 長 期 借 入 金 (1,521) (1,439) 81

(3) デ リ バ テ ィ ブ 取 引 11 11 ―

[金融商品に関する注記]

1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、金融機関等からの借入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、有価証券及

び投資有価証券は債券と株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対し

て金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の

範囲で行うこととしております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

　2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、市場価格のない株式等である非上場株式（連結貸借対照表計上額1,996百万円）は、「有価証券及び投資

有価証券」には含めておりません。また、「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期

借入金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(単位：百万円)

（*) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

（注) 有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券の時価については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

その他有価証券の株式の時価については、取引所の価格によっております。

(2) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記(3)参照）、当該金利スワップと一体として処理され

た元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(3) デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価の算定方法は、取引先金融機関から提供された価格によっております。また、デリバティブ取引によって生じた正

味の債権・債務は純額で表示しております。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体とし

て処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(2)参照）。

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお

ります。

　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル

のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　その他有価証券

デ リ バ テ ィ ブ 取 引

4,441

－

－

11

－

－

4,441

11

資産計 4,441 11 － 4,452

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的債券 － 1,181 － 1,181

資産計 － 1,181 － 1,181

長 期 借 入 金 － 1,439 － 1,439

負債計 － 1,439 － 1,439

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：百万円)

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位：百万円)
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連結注記表

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
（注）

合計

機械部門 化成品部門 化学品部門
産業用素材
部門

化工品部門 計

国内 3,066 13,508 5,860 12,581 5,535 40,552 2,692 43,244

海外 345 18,299 1,516 7,823 1,321 29,306 756 30,063

顧客との契約から生じる収益 3,412 31,807 7,377 20,405 6,856 69,859 3,448 73,307

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への売上高 3,412 31,807 7,377 20,405 6,856 69,859 3,448 73,307

(1) 顧客との契約から生じた債権 13,280百万円

(2) 契約負債 1,327百万円

(1) １株当たり純資産額 2,032円02銭

(2) １株当たり当期純利益 187円57銭

[収益認識に関する注記]

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　国内外別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生活資材、建設資材を含んでおります。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「[連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等]4. 重要な会計方針等」の「(6) 収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のその他に含まれており

ます。

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性はありません。なお、

当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額には重要性はありません。

[１株当たり情報に関する注記]

連結注記表の記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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貸借対照表

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品

前 渡 金

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

敷 金

保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

17,497

6,258

66

1,279

4,943

3,866

349

65

30

610

42

16

△30

18,462

5,641

1,002

29

370

3

418

3,454

23

338

106

94

8

3

12,714

1,665

6,332

2,837

223

1,374

29

15

339

△103
　

流 動 負 債 8,526

支 払 手 形 0

電 子 記 録 債 務 673

買 掛 金 2,752

短 期 借 入 金 1,700

関 係 会 社 短 期 借 入 金 527

1年内返済予定の長期借入金 100

リ ー ス 債 務 21

未 払 金 408

未 払 費 用 138

未 払 法 人 税 等 511

前 受 金 1,225

賞 与 引 当 金 440

そ の 他 27

固 定 負 債 2,817

長 期 借 入 金 1,150

リ ー ス 債 務 4

繰 延 税 金 負 債 471

退 職 給 付 引 当 金 1,003

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 144

債 務 保 証 損 失 引 当 金 29

資 産 除 去 債 務 7

そ の 他 6

負   債   合   計 11,344

純   資   産   の   部

株 主 資 本 22,380

資 本 金 2,201

資 本 剰 余 金 2,288

資 本 準 備 金 2,210

そ の 他 資 本 剰 余 金 77

利 益 剰 余 金 18,535

利 益 準 備 金 179

そ の 他 利 益 剰 余 金 18,355

別 途 積 立 金 4,403

繰 越 利 益 剰 余 金 13,952

自 己 株 式 △644

評価・換算差額等 2,234

その他有価証券評価差額金 2,230

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4

純  資  産  合  計 24,615

資   産   合   計 35,960 負債及び純資産合計 35,960

貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：百万円)

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高 32,750

売 上 原 価 24,372

売 上 総 利 益 8,378

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,049

営 業 利 益 2,329

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 487

為 替 差 益 101

そ の 他 195 784

営 業 外 費 用

支 払 利 息 63

そ の 他 157 220

経 常 利 益 2,893

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 34 34

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4 4

税 引 前 当 期 純 利 益 2,923

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 754

法 人 税 等 調 整 額 △14 740

当 期 純 利 益 2,183

損 益 計 算 書

(単位：百万円)

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,201 2,210 74 2,285 179 4,403 12,494 17,077
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △312 △312
剰余金の配当（中間配当） △412 △412
当 期 純 利 益 2,183 2,183
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 2 2
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 2 2 － － 1,458 1,458
当 期 末 残 高 2,201 2,210 77 2,288 179 4,403 13,952 18,535

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △646 20,918 1,751 0 1,752 22,670
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △312 △312
剰余金の配当（中間配当） △412 △412
当 期 純 利 益 2,183 2,183
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 2 4 4
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ 478 3 482 482

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 2 1,462 478 3 482 1,945
当 期 末 残 高 △644 22,380 2,230 4 2,234 24,615

株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個 別 注 記 表

[重要な会計方針に係る事項に関する注記]

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式・・・・・・・移動平均法による原価法

満期保有目的の債券・・・・・・・・・・・移動平均法による償却原価法（定額法）

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等・・・・・・・・移動平均法による原価法

(2) デリバティブ・・・・・・・・・・・・・・時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商　　品・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　　物…10～50年

機械装置…５～15年

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金・・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金・・・・・従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金・・・退職給付債務及び退職給付費用の計算は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

当社は確定拠出年金制度を採用しており、要拠出額を退職給付費用として処理しております。

また、当社は複数事業主制度としての総合型企業年金基金に加入しており、確定拠出制度と同

様に会計処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 債務保証損失引当金　債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失見込額を計上してお

ります。
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個別注記表

4. 収益及び費用の計上基準

①商品の販売に係る収益認識

　当社の商品の販売は、商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得して履行義務が充足されると判断

していることから、商品の引渡時点で収益を認識しております。ただし、国内販売については、「収益認識に関する会

計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の出荷時から引渡時までの期間が通常の期間である

場合には、顧客に商品を出荷した時点で収益を認識しております。

　なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受取る対価の総額から仕入

先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

②設備の販売に係る収益認識

　当社の設備の販売は、主に検収基準であり、個別に受注される製造設備の設計・製造は契約条件等に従い、顧客が検

収を完了した時点において当該製品に対する支配を獲得して履行義務が充足されると判断していることから、製品であ

る製造設備が顧客の製造拠点に搬入され、据付作業や試運転等、検収に必要な手続が完了した時点で収益を認識してお

ります。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を、

為替予約等については、振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用して

おります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象……（ヘッジ手段）

為替予約取引及び通貨オプション

金利スワップ取引

（ヘッジ対象）

外貨建金銭債権債務

外貨建予定取引

金融機関からの借入金

③ ヘッジ方針……………………当社の為替予約取引及び通貨オプションは、外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

のうち、重要なものに対してのみ行うこととしております。また、金利スワップ取引

については借入金の金利変動リスクを回避する目的で行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法……為替予約取引及び通貨オプションについては、ヘッジ手段とヘッジ対象が対応してい

ることを確認することにより有効性を評価しております。

また、金利スワップについては、すべて特例処理の要件を満たすものであり、金融商

品に関する会計基準に基づき有効性の評価を省略しております。

[会計上の見積りに関する注記]

固定資産の減損

1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

　有形固定資産　5,641百万円

　無形固定資産    106百万円

　減損損失         －百万円

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1)算出方法

　当社は、経営管理上の区分等を考慮して資産のグルーピングを行っており、事業用資産についてはセグメントをベースと

してグルーピングし、遊休資産については個別物件ごとにグルーピングを行っております。

　減損損失の認識の判定は、資産グループの来年度計画及び将来の事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額

と帳簿価額を比較することによって行っております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回

り、減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い方の金額）

まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識します。
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1. 有形固定資産の減価償却累計額 6,962百万円

パーカーアサヒ株式会社 300百万円

パーカー川上株式会社 300百万円

株式会社佑光社 150百万円

パーカー工業株式会社 100百万円

PARKER INTERNATIONAL CZECH s.r.o. 100百万円

HANGUK PARKER CO.,LTD. 31百万円

PARKER INTERNATIONAL CORP.（THAILAND）LTD. 11百万円

パーカー川上株式会社 3百万円

パーカー川上株式会社 351百万円

短期金銭債権 1,251百万円

短期金銭債務 1,558百万円

長期金銭債権 1,374百万円

関係会社に対する売上高 2,648百万円

関係会社からの仕入高 9,552百万円

関係会社に対する営業費用 60百万円

関係会社との営業取引以外の取引高 616百万円

普通株式 1,773,023株

(2)主要な仮定

　当該資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会によって承認された事業計画を基礎として

おります。当該計画の売上予測にあたっては、当事業年度末の受注残高、翌期以降の受注見込み及び過去の受注実績の動向

等を加味して策定しており、翌期以降の受注見込みを主要な仮定としております。

(3)翌事業年度の計算書類に与える影響

　当該見積りは、計算書類作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、見積りに用いた仮定の不確実性は高

く、今後の経済情勢等の変化によって、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合には、翌事業年度の計算書類に

重要な影響を与える可能性があります。

[貸借対照表に関する注記]

2. 保証債務

① 他社の借入に対し、次のとおり保証を行っております。

関係会社

② 他社の輸入通関税納付猶予に対し、次のとおり保証を行っております。

関係会社

③ 他社の仕入取引に対し、次のとおり保証を行っております。

関係会社

④ 他社の為替予約に対し、次のとおり保証を行っております。

関係会社

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

[損益計算書に関する注記]

関係会社との取引高

[株主資本等変動計算書に関する注記]

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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（繰延税金資産）

未払事業税 29百万円

未払事業所税否認 2百万円

賞与引当金限度超過額 138百万円

未払社会保険料 17百万円

退職給付引当金限度超過額 316百万円

役員退職慰労引当金 45百万円

在庫評価損 6百万円

投資有価証券評価損 5百万円

関係会社株式等評価損 210百万円

貸倒引当金 42百万円

その他 38百万円

繰延税金資産　小計 853百万円

評価性引当額 △304百万円

繰延税金資産合計 548百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △1,018百万円

その他 △2百万円

繰延税金負債合計 △1,020百万円

繰延税金資産（△負債）の純額 △471百万円

属性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

その他の
関係会社

日本パーカライジン
グ㈱

被所有
直接24.2％

当社商品の販売
ならびに日本パ
ーカライジング
㈱の製品購入

工業用薬品、産業
用機械の販売
(注１.注２）

1,361
電子記録債権

売掛金
494

121

工業用薬品の購入
(注３）

305
電子記録債務

買掛金
52
34

[税効果会計に関する注記]

1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

[関連当事者との取引に関する注記]

1. 親会社及び法人主要株主等

(単位：百万円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１) 工業用薬品の販売については、市場価格を勘案して、当社希望価格を提示し毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。

（注２) 産業用機械の販売については、仕入原価を勘案して決定しております。

（注３) 工業用薬品の購入については、原材料の市場価格から算定した価格並びに日本パーカライジング株式会社から提示された価格を検討の上

決定しております。
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属性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 パーカーアサヒ㈱
所有

直接91.0％
役員の兼任

債務の保証(注１) 300 ― ―

化成品、産業用素
材の購入(注２)

3,234 買掛金 353

子会社 パーカー川上㈱
所有

直接100.0％
役員の兼任 債務の保証(注３) 654 ― ―

子会社
PARKER AMERICAS de 
MEXICO S. de R.L. 
de C.V.

所有
間接100.0％

資金の貸付 資金の貸付(注４) ―

関係会社
長期貸付金

1,147

受取利息 129

子会社
P A R K W O O D
E N G I N E E R I N G
D E V E L O P M E N T　C O R P .

所有
直接100.0％

資金の借入 資金の借入(注５) ―

関係会社
短期借入金

527

支払利息 43

子会社
パーカーケミテック
㈱

所有
直接100.0％

設備の賃貸 設備の賃貸(注６) 79 ― ―

子会社

P A R K E R 
I N T E R N A T I O N A L 
( T A I W A N ) 
C O R P O R A T I O N

所有
直接100.0％

役員の派遣
配当金の受取
(注７)

98 ― ―

(1) １株当たり純資産額 983円51銭

(2) １株当たり当期純利益 87円26銭

2. 子会社及び関連会社等
(単位：百万円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１) 金融機関等からの借入金に対し債務保証を行っております。

（注２) 化成品、産業用素材製品の購入については、原材料の市場価格から算定した価格並びにパーカーアサヒ株式会社から提示された価格を検

討の上決定しております。

（注３) パーカー川上株式会社の借入、為替予約及び輸入信用取引に対し債務保証を行っております。

（注４) 貸付金の金利は、子会社が金融機関から借入れている平均金利に準じて決定しております。

（注５) 借入金の金利は、当社が金融機関から借入れている平均金利に準じて決定しております。

（注６) 製造設備等の賃貸料は、賃貸資産の維持管理費用を基に決定しております。

（注７) 子会社からの剰余金の配当金額については、業績・内部留保及び当社グループ内の基準等を総合的に勘案し、定時株主総会により配当金

額を決定しております。

[収益認識に関する注記]
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　収益認識に関する注記」に同一の内容

を記載しておりますので注記を省略しております。

[１株当たり情報に関する注記]

個別注記表の記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。
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計算書類に係る監査報告書

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 湯 浅　 敦

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤　武 男

独立監査人の監査報告書

2026年５月22日
株式会社パーカーコーポレーション
　取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東   京   事   務   所

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社パーカーコーポレーションの2025年４月１日から2026

年３月31日までの第99期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び

にその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類

等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査

人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算

書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違

以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽

表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると

合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、

実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す

る。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと

もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表

示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因

を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

─ 19 ─


	表紙
	事業報告
	業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

	計算書類
	連結注記表
	貸借対照表
	損益計算書
	株主資本等変動計算書
	個別注記表

	監査報告
	計算書類に係る監査報告書


